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エネルギー自治で地域の持続可能な発展と循環型経済の構築



3Dez-20

地域の弱い経済基盤 ➞ 域際収支赤字と財政圧迫

地域経済循環の課題 （フロー）

出曲： 価値総合研究所（2017）
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地域内総生産物に対するエネルギー代金の収支の比率

出曲： 環境省（2014）



5Dez-20 出所： 日本政府 地方創生 (kantei.go.jp) https://www.gov-online.go.jp/cam/chihou_sousei/環境省_地域循環共生圏 (env.go.jp) 

日本政府の政策 ➡ SDGs@地方創生、地域循環共生圏

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/
https://www.gov-online.go.jp/cam/chihou_sousei/
http://www.env.go.jp/seisaku/list/kyoseiken/index.html


6Dez-20

地域付加価値創造分析の目的

• 温暖化防止及び再生可能エネルギー普及にお
ける市町村の重要な役割

• 再生可能エネルギーによる地域経済発展への
貢献

• 再生可能エネルギーの大量導入における地元の
合意形成の重要性

省・再エネをベースにした分散型エネルギー
システムへの転換が地域にもたらす経済効果
をどう測定・試算・評価・予測できるか？
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再生可能エネルギーに対する地元反対運動
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地域付加価値創造分析の事例研究

http://www.e-hokuei.net/
http://www.lenec.co.jp/index.php
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ケース・スタディ ➞ 地域付加価値創造分析を政策策定に適用する
４つの分野

1. 地域付加価値創造を特定の地域におけるエネルギー関連の包括的な現状評価

（飯田市／長野県／西粟倉町）

2. 地域における再エネ事業の長期的な経済影響評価

（鳥取県北栄町の風力事業／北海道下川町の木質バイオマスの地域暖房事業
／鳥取県米子市の地域エネルギー事業／九州小浜温泉の地熱事業）

3. 地域における長期的な気候・エネルギー戦略のシナリオ策定
（長野県のエネルギー環境戦略）

4. 地域主体との対話とステークホルダー指向のコミュニケーション戦略
（長野県飯田市のおひさま進歩エネルギーの再エネ・投資ファンド事業）

地域付加価値創造分析の主な応用領域
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• 地域循環型経済構築による長期的な累積経済効果の検証

• 課題

– 再エネ投資の加速化の重要性 （例えば、風力、熱利用）

– 地元の設備所有の促進策の工夫 （例えば、自家消費モデル、
VPPモデル）

– Post-FIT再エネ設備の地元活用へのインセンティブ（例えば、
屋根上太陽光発電、住宅断熱向上、エネルギー効率向上）

– ビジネス・モデルのシフト （例えば、新電力、再エネ発電事業）

地域付加価値創造分析で得られた主な結論
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• 柔軟性のあるツール

• 信頼性の高い、定量的に測定可能な評価結果

• 地域におけるシナリオ試算や政策策定に適用

• 客観的なデータをベースに施策オプションの適性評価

地域経済付加価値分析ツールの評価
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• 前提条件➞ 特定の地域にカスタマイズできる用の地域固有のデータの
用意
– 地域のエネルギー事情 （例えば、地域のエネルギー勘定とミックス)

– 地域の再エネ設置容量 (例えば、設置時期、容量、所有権、補助金）

– 地域の産業構造 （例えば、再エネ関連産業の産業連鎖）

• 考察
– 地域の境界（Boundaries） ➞ 歴史的・文化的・社会的な背景

– 統合（Integration）: 部署同士の横断的な連携とコーディネーション
（例えば、マスタープラン作成、包括的な森林政策、都市計画）

– 資源のテコ入れ（Leverage）: 地元の利害関係者の動員
➞ 地域資源・資産及び, “ソフト“・サービス, 社会学ネットワーク分析

地域付加価値分析ツールの課題


